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小泉  仁

　中央教育審議会答申(1996)，教育課程審議会答申(1997)を経て，学習指導要領(1998)に「実践的コミュニケーション能力」がうたわれ，TOEFL得点の国際比較，小渕総理の「21世紀日本の構想懇談会」(1999-2000)の英語第二公用語論など，英語教育改革に国民の関心が高まる中，英語教育改革への行政の歩みは速度を増す。中曽根文相の，指導法改善を論じる「英語指導方法等改善の推進に関する懇談会」(2000-2001)を受け，遠山文相は「英語教育改革に関する懇談会」(2002)を開いて要点を絞り，「『英語が使える日本人』育成のための戦略構想」(2002)を発表，さらに予算措置と目標期限を加え「『英語が使える日本人』育成のための行動計画」(2003)とした。

　「行動計画」は，英語力の目標設定，授業と教員の資質の改善，モティベーション向上，入試改善，小学校英語，国語力向上，実践的研究の推進の７項目を含む。特に，国民全体に求められる英語力と国際的に活躍する人材に必要な英語力を区別し具体的な到達目標を設定すること，ALTの増員，スーパー・イングリッシュ・ランゲージ・ハイスクールなど環境の充実，中高英語教員の持つべき英語力の目標設定と悉皆研修，センター試験へのリスニング導入，小学校英語活動の推進に重点が置かれる。また，研究グループによる「中高校段階での英語力の具体的指標」,「英語教員研修プログラムのあり方」,「教員英語力の目標値の妥当性」,「大学の英語教育の在り方」,「諸外国における英語教育」を研究する。
今後論議を集中するべき点は，小中高大の一貫した具体的到達目標の研究，English divide を作らない配慮，小学校英語教員の養成など長期の行政的展望の提示，授業時間増を含む教育課程再編の議論，少人数指導の推進，教員研修の質の維持と指導者及び研修プランナーの養成，恒常的な予算の確保などである。英語を学習指導要領に従来どおり単なる一教科として位置付けたまま「改革」を進めることには限界がある。既存の枠組みを打破し新しいパラダイムを提供しようとする意欲が行政にあるかどうかが，問われている。

